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東証上場第１６１号 

平成２２年７月２１日 

各  位 

株式会社 東京証券取引所 

上場部長 松崎 裕之 

 
独立役員届出書の集計結果の更新について 

 
このたび、株式会社東京証券取引所（以下「当取引所」といいます。）では、独立役員（一般

株主と利益相反が生じるおそれのない社外取締役又は社外監査役をいいます。以下同じ。）を１

名以上確保することを義務づけた規定（有価証券上場規程第４３６条の２）が平成２２年３月期

決算会社から適用開始された1ことに伴い、上場会社から提出された独立役員届出書について、

その内容の集計を行いましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 
１．集計対象とした独立役員届出書について 

本集計においては、平成２２年６月３０日時点で上場している上場内国会社（２，３０１

社）が、平成２２年７月１６日までに提出した独立役員届出書を対象としています（図表１）。 
 
２．集計結果 

［会社別］ 

○ 東証上場会社の９３．６％が独立役員を確保済み 

集計対象となった上場会社の９３．６％にあたる２，１５３社が独立役員を確保済みとの

届出を行っています。確保済みの会社は、前回集計時2から３．８ポイント（８６社）増加

しています（図表２－１）。上場会社の規模別3で比較すると、規模の大きい上場会社ほど独

立役員を確保済みの割合が高く、届出済みの独立役員の人数も多くなっています（図表２－

２）。 

 

○ 社外取締役のみを届け出ている上場会社が１０．６％、社外監査役のみを届け出ている上

場会社が７０．７％、両方を届け出ている上場会社が１８．７％ 

独立役員を確保済みとして届出を行っている上場会社のうち、社外取締役のみを届け出て

いる上場会社が１０．６％、社外監査役のみを届け出ている上場会社が７０．７％、両方を

届け出ている上場会社が１８．７％となっています。 

前回集計時との比較では、社外取締役・社外監査役の両方を届け出ている上場会社が１．

                                            
1 平成２２年３月期決算会社の場合、平成２２年６月の定時株主総会の翌日から、独立役員の確保義務の規定が

適用開始されています（有価証券上場規程改正付則第４項）。 
2 平成２２年５月２０日付東証上場第１４９号「独立役員届出書の集計結果について」参照。 
3 平成２２年６月中の月間平均時価総額による。 
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７ポイント増加し、逆に、社外監査役のみを届け出ている上場会社が１．５ポイント減少し

ています（図表３－１）。上場会社の規模別では、規模の大きい上場会社ほど社外取締役の

みを届け出ている上場会社の割合及び社外取締役と社外監査役の両方を届け出ている上場

会社の割合が高くなっています（図表３－２）。 

 

○ 前回集計時に「未確保」であった３月期決算会社のうち、平成２２年６月の定時株主総会

を経て独立役員を確保済みとなったのは４９．１％ 

前回集計時においては独立役員を確保していないとして届出を行っていた３月期決算会

社（１５９社）のうちの４９．１％にあたる７８社が平成２２年６月の定時株主総会を経て、

独立役員を確保済みとして届出を行っています（図表４－１）。 
独立役員の確保義務の適用が開始している現時点においても「未確保」である３月期決算

会社は７９社で、このうちの６９．６％にあたる５５社は、平成２３年３月期に係る定時株

主総会まで4に独立役員を確保する旨を独立役員届出書に記載しています。なお、現時点に

おいても「未確保」である３月期決算会社の４４．３％にあたる３５社は、親会社を有する

上場会社5です（図表４－２）。 
 

○ 上場会社全体では「未確保」は６．４％であるが、親会社を有する上場会社においては、「未

確保」は１９．２％ 

上場会社全体では、独立役員が「未確保」である旨の届出を行っている上場会社は６．４％

である一方で、親会社を有する上場会社に限ってみると、「未確保」の上場会社の比率は１

９．２％にのぼっています（図表５）。 
 

［独立役員別］ 

○ 独立役員のうち、社外取締役は２５．０％、社外監査役は７５．０％ 

延べ４，１８０名（前回集計時から２３５名増加）の独立役員が届け出られており、独立

役員が確保済みである旨の届出を行っている上場会社１社あたり、平均１．９４名の独立役

員が確保されています。届け出られた独立役員のうち、２５．０％にあたる１，０４６名が

社外取締役、７５．０％にあたる３，１３４名が社外監査役です。 

前回集計時に比べ、社外取締役の割合がやや増加しています（図表６－１）。上場会社の

規模別では、規模の大きい上場会社ほど社外取締役の割合が高くなっています（図表６－２）。 
 

○ 開示加重要件に該当する独立役員は全体の６．０％ 

独立役員のうち、有価証券上場規程施行規則第２１１条第６項第５号等に定める要件（以

下「開示加重要件」といいます。）に該当していない独立役員は、独立役員全体の９４．０％

                                            
4 独立役員確保に関する規定の違反に対する公表措置等の実効性確保手段は、原則として、平成２３年３月１日

以後に終了する事業年度に係る定時株主総会終了後の状況から（３月期決算会社の場合、平成２３年６月の定時

株主総会の終了後から）適用対象とすることとしています。 
5 コーポレート・ガバナンスに関する報告書の記載等に基づく。 
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にあたる３，９２８名となっています。６．０％にあたる２５２名が、開示加重要件のいず

れかに該当しています。 
前回集計時に比べ、開示加重要件に該当していない独立役員の人数が増加したため、開示

加重要件に該当している独立役員の割合はやや低下しています（図表７－１）。上場会社の

規模別では、規模の大きい上場会社ほど開示加重要件に該当している独立役員の割合が低く

なっています（図表７－２）。 
 
 

○ 平成２２年３月末の「一斉届出」後に新たに指定する旨の届出がなされた独立役員のうち、

社外取締役は３７．２％、社外監査役は６２．８％ 

平成２２年３月末を期限として全上場会社が独立役員届出書の提出を行った「一斉届出」

の後に、新たに独立役員として指定された独立役員のうち、社外取締役は３７．２％、社外

監査役は６２．８％であり、独立役員全体と比較して、社外取締役の比率が高くなっていま

す。また、開示加重要件に該当している独立役員の比率は３．７％とやや低くなっています

（図表８）。 
 
 
 
 
 
 
図表１．集計対象会社の規模別、決算期別分布（６月３０日現在） 

 決算期別

規模別 

 

３月期決算会社 ３月期決算以外

 2,301 社 1,746 社 555 社 

～100 億円 802 社 551 社 251 社 

100 億円～1000 億円 1,043 社 798 社 245 社 

1000 億円～１兆円 393 社 340 社 53 社 

時
価
総
額 

1 兆円～ 63 社 57 社 6 社 

 



 

- 4 - 

図表２－１．独立役員の確保状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２－２．独立役員の確保状況・規模別比較 

 

 

前回集計（5月20日）

１名, 1,086

社, 47.2%

２名, 498

社, 21.6%

３名, 265

社, 11.5%

４名, 104

社, 4.5%

５名, 66社,

2.9%

７名, 8社,

0.3%

８名, 8社,

0.3%

未確保, 235

社, 10.2%

９名, 1社,

0.0%

６名, 30社,

1.3%

１２名, 1

社, 0.0%

今回集計（7月21日）

１名, 1,104

社, 48.0%

３名, 282

社, 12.3%
２名, 527

社, 22.9%

１２名, 1

社, 0.0%

６名, 34社,

1.5%

９名, 1社,

0.0%
未確保, 148

社, 6.4%

８名, 7社,

0.3%

７名, 11社,

0.5%

５名, 74社,

3.2%

４名, 112

社, 4.9%

独立役員確保済み合計,

2,153社, 93.6%

独立役員確保済み合計,

2,067社, 89.8%

時価総額　1兆円～

１名, 7

社, 11.1%

４名, 7

社, 11.1%

５名, 7

社, 11.1%

７名, 5

社, 7.9%

８名, 3

社, 4.8%

未確保, 0

社, 0.0%

６名, 18

社, 28.6%

１２名, 1

社, 1.6%

２名, 7

社, 11.1%

３名, 8

社, 12.7%

時価総額　1000億円～1兆円

１名, 103

社, 26.2%

３名, 78

社, 19.8%

２名, 99

社, 25.2%

６名, 10

社, 2.5%

９名, 1

社, 0.3% 未確保,

10社,

2.5%

８名, 2

社, 0.5%７名, 3

社, 0.8%

５名, 38

社, 9.7%

４名, 49

社, 12.5%

時価総額　100億円～1000億円

１名, 512

社, 49.1%
４名, 38

社, 3.6%

５名, 26

社, 2.5%

７名, 3

社, 0.3%

８名, 2

社, 0.2%
未確保,

58社,

5.6%
６名, 6

社, 0.6%

２名, 261

社, 25.0%

３名, 137

社, 13.1%

時価総額　～100億円

１名, 482

社, 60.1%

４名, 18

社, 2.2%

５名, 3

社, 0.4%

未確保,

80社,

10.0%

２名, 160

社, 20.0%

３名, 59

社, 7.4%

１社あたり平均独立役員人数：1.33名 １社あたり平均独立役員人数：1.73名

１社あたり平均独立役員人数：2.61名 １社あたり平均独立役員人数：4.56名
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図表３－１．「確保済み」の上場会社の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３－２．「確保済み」の上場会社の状況・規模別比較 

 

 

前回集計（5月20日）

両方, 351社,
17.0%

社外取締役の

み, 224社,
10.8%

社外監査役の
み, 1,492社,

72.2%

今回集計（7月21日）

両方, 403社,

18.7%

社外取締役の

み, 228社,

10.6%

社外監査役の
み, 1,522社,

70.7%

時価総額　～100億円

両方, 58

社, 8.0%

社外監査

役のみ,

597社,

82.7%

社外取締

役のみ,

67社,

9.3%

時価総額　100億円～1000億円

社外取締

役のみ,

108社,

11.0%

社外監査

役のみ,

711社,

72.2%

両方,

166社,

16.9%

時価総額　1000億円～1兆円

両方,

143社,

37.3%

社外監査

役のみ,

195社,

50.9%

社外取締

役のみ,

45社,

11.7%

時価総額　1兆円～

社外取締

役のみ,

8社,

12.7%

社外監査

役のみ,

19社,

30.2%

両方, 36

社,

57.1%
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図表４－１．前回集計時に「未確保」であった３月期決算会社の状況 

上場廃止

予定, 2

社, 1.3%

確保済み,

78社,

49.1%

未確保,

79社,

49.7%

 
 

図表４－２．現時点で「未確保」である３月期決算会社の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表５．親会社の有無と確保状況 

 

 

確保時期について

次回の株

主総会で

選任予

定, 55

社,

69.6%

未定・そ

の他, 24

社,

30.4%

親会社の有無

親会社

なし,

44社,

55.7%

親会社

あり,

35社,

44.3%

上場会社全体

確保済

み,

2,153社,

93.6%

未確保,

148社,

6.4%

親会社を有する上場会社

確保済

み, 206

社,

80.8%

未確保,

49社,

19.2%
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図表６－１．社外取締役・社外監査役の別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表６－２．社外取締役・社外監査役の別・規模別比較 

 

 

 

 

 

 

 

時価総額　～100億円

社外取締

役, 145

名,

13.6%

社外監査

役, 921

名,

86.4%

時価総額　100億円～1000億円

社外監査

役,

1,393名,

77.4%

社外取締

役, 407

名,

22.6%

時価総額　1000億円～1兆円

社外取締

役, 354

名,

34.5%

社外監査

役, 673

名,

65.5%

時価総額　1兆円～

社外監査

役, 147

名,

51.2%

社外取締

役, 140

名,

48.8%

前回集計（5月20日）

社外取締役,

966名,

24.5%

社外監査役,

2,979名,

75.5%

今回集計（7月21日）

社外監査役,

3,134名,

75.0%

社外取締役,

1,046名,

25.0%
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図表７－１．「開示加重要件」の該当状況 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表７－２．「開示加重要件」の該当状況 詳細 

現在・最近 過去 
【前回集計（5月 20 日）】 

人数 割合 人数 割合 

a1：上場会社の親会社の業務執行者 0 名 － 0 名 － 

a2：上場会社の兄弟会社の業務執行者 0 名 － 2 名 0.1％ 

b1：上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 0名 － 7 名 0.2％ 

b2：上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 0 名 － 197 名 5.0％ 

c：上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を

得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 
0 名 － 9 名 0.2％ 

d：上場会社の主要株主又はその業務執行者 9 名 0.2％ 31 名 0.8％ 

e1：上場会社又はその子会社の業務執行者の近親者 0 名 － 3 名 0.1％ 

e2：上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計

参与（独立役員が社外監査役の場合）の近親者 
0 名 － 0 名 － 

 

現在・最近 過去 
【今回集計（7月 21 日）】 

人数 割合 人数 割合 

a1：上場会社の親会社の業務執行者 0 名 － 0 名 － 

a2：上場会社の兄弟会社の業務執行者 0 名 － 2 名 0.0％ 

b1：上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 0名 － 7 名 0.2％ 

b2：上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 0 名 － 198 名 4.7％ 

c：上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を

得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 
0 名 － 9 名 0.2％ 

d：上場会社の主要株主又はその業務執行者 9 名 0.2％ 32 名 0.8％ 

e1：上場会社又はその子会社の業務執行者の近親者 0 名 － 2 名 0.0％ 

e2：上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計

参与（独立役員が社外監査役の場合）の近親者 
0 名 － 0 名 － 

 

※ 表の a1～e2 は、有価証券上場規程施行規則第２１１条第６項第５号等に定める要件を簡略化して表記

したものです。なお、複数の要件に該当している独立役員が存在するため、表の人数の合計は、要件のい

ずれかに該当している独立役員の数とは一致しないことにご留意ください。 

前回集計（5月20日）

該当あり,

250名,

6.3%

該当なし,

3,695名,

93.7%

今回集計（7月21日）

該当あり,

252名,

6.0%

該当なし,

3,928名,

94.0%
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図表７－３．「開示加重要件」の該当状況・規模別比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表８．「一斉届出」後に新たに指定された独立役員の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

 
 【本件に関するお問合せ先】 

株式会社東京証券取引所 
上場部 企画担当 

０３－３６６６－０１４１（代表） 

時価総額　～100億円

該当あ

り, 73

名, 6.8%

該当な

し, 993

名,

93.2%

時価総額　100億円～1000億円

該当あ

り, 106

名, 5.9%

該当な

し,

1,694名,

94.1%

時価総額　1000億円～1兆円

該当あ

り, 67

名, 6.5%

該当な

し, 960

名,

93.5%

時価総額　1兆円～

該当なし,

281名,

97.9%

該当あり,

6名, 2.1%

社外取締役・社外監査役

社外監査

役, 290

名,

62.8%

社外取締

役, 172

名,

37.2%

開示加重要件の該当状況

開示加重

要件該当

なし, 445

名, 96.3%

開示加重

要件該当

あり, 17

名, 3.7%


